３．総評
（１）計画及び支援内容の振り返り
・家族の介護の急な崩壊、虐待などで、急いでさしあたり施設を利用することになったケースであっても、本人の希望を要所々々で確かめるこまめな相談、聞き取りが必要である。生活の安定に応じて比較的短期で、本人の本音が聞き取れ、また本人自身の前向きな発言が聞かれることも多い。
・家族の支援が長くかつ福祉サービスを利用した経験が少ないケースでは、独自の介護方法で行ってきた場合がある。まずは健康状態のチェック、身体機能の確認と向上の見込み、潜在的な生活管理能力の見極めなどを行い、自立支援の視点で、また地域移行も想定した介護方法、介護体制を整理し直すことが必要である。
・急な入所のケースではアセスメントや聞き取りが当面必要なものに限られる可能性がある。施設の生活スタッフと連携して、本人のこれまでの生活歴や生活スタイル、趣味、楽しかった経験等を聞き取り、共有することが次の支援計画に活かせることがある。

・入所施設の個別支援計画は、施設内の健康管理、生活の安定に視点が限定されていることが多いので、相談支援専門員は社会資源の活用、本人の将来像などの視点を持ち地域支援のスタンスでサービス等利用計画を作成することが重要である。

・一方で、施設職員も自分たちにとって不得手な地域の社会資源の活用と本人の将来設計に対する意見を求めていることも少なからずあるので、サービス等利用計画をはさんでお互いの意見交換を活発にするとよい。
・こうした立場の違う者どうしの意見交換では、１枚でその人の状態が見渡せる５ピクチャーズのようなツールが有効であるので、ケア会議などで活用するのもよい。
（２）社会資源の活用方法
・入所施設だけで支援を完結させないように、サービス等利用計画による地域の相談支援専門員だけでなく、成年後見人、社会福祉協議会の金銭管理、移動支援（市によって入所施設利用者の利用は扱いが違うので注意が必要）などを活用し、複眼的な支援を組み立てることにも留意する。
・障害者自立支援法（現障害者総合支援法）以降、入所施設に入所していても必ずしもその施設で日中を過ごす必要はなく、日中は別の事業所の生活介護等を利用して本人に合った支援を組み立てることが可能である。以前に比べ日中活動の場は増えているので、地域移行を想定するケースであれば、こうした支援も可能であることを念頭に置いておく。
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